
資料３ 

 

日本郵政公社民営化後の各機関の分類について 

 

 平成 19 年 10 月の日本郵政公社民営化に伴って設立・組織改編された郵政関係各機

関の国民経済計算（ＳＮＡ）上の部門分類については、以下のとおりとしたい。 

 

１．部門分類案 

19 年 10 月時点における分類は以下のとおりとし、20 年 2 月公表予定の 19 年 10

～12 月期四半期別ＧＤＰ速報（１次速報値）から適用 

 

旧組織 新組織 

日本郵政株式会社 中央政府

日本郵政公社 

（郵便業務） 

公的企業

(非金融)

日本郵政株式会社 

郵便事業株式会社 

郵便局株式会社 

公的企業

(非金融)

日本郵政公社 

（郵便貯金業務、簡易

生命保険業務） 

公的企業

（金融）
⇒

郵便貯金銀行 

（株式会社ゆうちょ銀行） 

郵便保険会社 

（株式会社かんぽ生命保険） 

独立行政法人郵便貯金・簡易生

命保険管理機構 

公的企業

（金融）

 

２．考え方 

 他機関の部門分類との整合性を保つ観点から、わが国ＳＮＡにおける現行の分類

基準（資料５）を基本として整理した（なお、持株会社については、わが国の基準

においてこれまで明示的に扱われていなかったが、今回、具体的事例が生じたこと

から、新たな基準を追加した）。 

 加えて、93ＳＮＡマニュアルにおける関連箇所（資料６）や諸外国における取り

扱い（資料７）との整合性についてもチェックを行った。 

 

(1) 日本郵政株式会社 

①民間部門／公的部門の分類 

 わが国ＳＮＡにおける現行の分類基準に照らすと、「出資・株式保有」「役員任

命・認可権」「経営方針決定権」「政府の代行業務」のいずれの基準も満たしてお

り、公的部門に分類する条件を満たす。また、93ＳＮＡマニュアルに照らせば、

政府による株式保有が 50％を超えている点だけで、公的部門とするのに十分であ

る。したがって、日本郵政㈱は公的部門（一般政府又は公的企業）に分類するの

が適当である。 

（上記のように整理することは、諸外国における民営化の移行期間中の取り扱い
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とも整合的である。） 

 

②一般政府／公的企業の分類（金融／非金融の分類を含む） 

 93ＳＮＡマニュアルにおいて、金融機関とは主に金融仲介活動または補助的金

融活動に従事する企業と定義されており、わが国ＳＮＡにおいては、その具体的

な指標として「金融資産が 90％以上」という基準を設けている。しかしながら、

ここでは持株会社のケースが想定されていないことから、別途持株会社に適用す

る基準を設ける必要がある。93ＳＮＡマニュアルにおいても、一般的定義とは別

に、持株会社の分類はそれが支配する法人グループの主な活動によって判断する

とされていることから、これをそのまま適用することとした。 

 ここで、日本郵政㈱が支配する子会社４社の従業員規模をみると、郵便事業㈱

の約 10 万名、郵便局㈱の約 12 万名に対し、㈱ゆうちょ銀行は約 1 万 2 千名、㈱

かんぽ生命保険は約 5400 名であり、全体として当該グループの主活動は非金融活

動であると判断されることから、日本郵政㈱は金融機関には該当しない。 

 また、ＳＮＡにおいて、持株会社は市場性の有無を判断するまでもなく企業部

門に分類されるものであり、一般政府部門には含まれない。 

 したがって、日本郵政㈱は非金融法人企業部門に分類するのが適当である。 

 

(2) 郵便事業株式会社 

①民間部門／公的部門の分類 

 わが国ＳＮＡにおける現行の分類基準では、政府による直接的な所有・支配関

係に基づいて民間部門／公的部門の分類を判断することとしているが、ここでは

持株会社のケースが想定されていないことから、別途持株会社及びその子会社に

適用する基準を設ける必要がある。 

 具体的には、持株会社を通じた間接的な所有・支配関係も考慮できるよう、現

行基準に照らして直接的な所有・支配関係が成立している場合に加え、持株会社

を通じた間接保有も含めて政府が議決権の 50％超を保有または支配する場合も、

公的部門に分類することとした。 

 今回のケースでは、政府は日本郵政㈱の全株式を保有し、日本郵政㈱は郵便事

業㈱の全株式を保有していることから、間接保有も含めると政府は郵便事業㈱の

全株式を保有（支配）しているといえる。したがって、郵便事業㈱は公的部門（一

般政府又は公的企業）に分類するのが適当である。 

（上記のように整理することは、93ＳＮＡマニュアルや諸外国における分類の考

え方とも整合的である。） 

 

②一般政府／公的企業の分類（金融／非金融の分類を含む） 

 わが国ＳＮＡにおける現行の分類基準に照らすと、「金融資産 90％以上」の基準

は満たさないと考えられ、業務内容をみても金融仲介活動・補助的金融活動には

当たらないことから、金融機関には該当しない。一方、「民間に同種の活動がある」
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「価格が量・質に比例」「自由意志による購入」のいずれの基準も満たしており、

市場性の条件を満たす。したがって、郵便事業㈱は非金融法人企業部門に分類す

るのが適当である。 

（郵便事業㈱においては営業収益が営業原価を上回っている１ことから、上記のよ

うに整理することは、諸外国における分類の考え方とも整合的である。） 

 

(3) 郵便局株式会社 

①民間部門／公的部門の分類 

 郵便事業㈱と同様の考え方により、郵便局㈱は公的部門（一般政府又は公的企

業）に分類するのが適当である。 

 

②一般政府／公的企業の分類（金融／非金融の分類を含む） 

 わが国ＳＮＡにおける現行の分類基準に照らすと、「金融資産 90％以上」の基準

は満たさないと考えられ、業務内容をみても金融仲介活動・補助的金融活動には

当たらない２ことから、金融機関には該当しない。一方、「民間に同種の活動があ

る」「価格が量・質に比例」「自由意志による購入」のいずれの基準も満たしてお

り、市場性の条件を満たす。したがって、郵便局㈱は非金融法人企業部門に分類

するのが適当である。 

（郵便局㈱においては営業収益が営業原価を上回っている３ことから、上記のよう

に整理することは、諸外国における分類の考え方とも整合的である。） 

 

(4) 郵便貯金銀行（㈱ゆうちょ銀行）、郵便保険会社（㈱かんぽ生命保険） 

①民間部門／公的部門の分類 

 郵便事業㈱と同様の考え方により、㈱ゆうちょ銀行及び㈱かんぽ生命保険は公

的部門（一般政府又は公的企業）に分類するのが適当である。 

（このように整理することは、諸外国における民営化の移行期間中の取り扱いと

も整合的である。） 

 

②一般政府／公的企業の分類（金融／非金融の分類を含む） 

 わが国ＳＮＡにおける現行の分類基準である「金融資産 90％以上」の基準を満

たすと考えられる。また、業務内容をみても金融仲介業務が中心と考えられる。

したがって、㈱ゆうちょ銀行及び㈱かんぽ生命保険は金融機関部門に分類するの

が適当である。 

 

                             
１ 平成 19 事業年度収支予算書によれば、営業収益 10,621 億円、営業原価 9,247 億円。 
２ 日本標準産業分類（19 年 11 月改定、20 年 4 月調査から適用）において、郵便局㈱の業

務は、「大分類Ｊ－金融業、保険業」ではなく、「大分類Ｑ－複合サービス事業」に分類

されている。 
３ 平成 19 事業年度収支予算書によれば、営業収益 6,515 億円、営業原価 5,676 億円。 
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(5) 独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構 

①民間部門／公的部門の分類 

 わが国ＳＮＡにおける現行の分類基準に照らすと、「出資・株式保有」「役員任

命・認可権」「経営方針決定権」「政府の代行業務」のいずれの基準も満たしてお

り、公的部門に分類する条件を満たす。また、93ＳＮＡマニュアルに照らせば、

政府による出資が 50％を超えている点だけで、公的部門とするのに十分である。

したがって、(独)郵便貯金・簡易生命保険管理機構は公的部門（一般政府又は公

的企業）に分類するのが適当である。 

 

②一般政府／公的企業の分類（金融／非金融の分類を含む） 

 わが国ＳＮＡにおける現行の分類基準である「金融資産 90％以上」の基準を満

たすと考えられる。また、業務内容をみても金融仲介業務が中心と考えられる。

したがって、(独)郵便貯金・簡易生命保険管理機構は金融機関部門に分類するの

が適当である。 


